
 

静岡市における附属機関等に関する指針 

 

第１ 趣 旨 

本市における附属機関及び懇話会等（以下「附属機関等」という。）の機能の充

実及び合理化等による行財政運営の効率化を図るとともに、市政への市民参画の

促進及び公正で透明な開かれた市政の推進に資するため、附属機関等に関する指

針を定めるものとする。  

  

  

第２ 定義等 

 １ 定義 

この指針において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

 （１）附属機関 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 138 条の４第３項の規定

による調停、審査、諮問又は調査のために設置する機関をいう。 

 （２）懇話会等 専ら外部の意見を聴取する目的で、同一名称の下に、同一者に、

複数回継続して参集を求め開催する会合等で、市の執行機関が参考とすべき会

合の結果を会議の議決等の意思決定により会議が機関として作成しないもの

であって、かつ、附属機関に該当しないものをいう。ただし、次に掲げる会合

等を除く。 

   ア 協議会（複数の関係者が共同して事業等を推進するに当たり、事業等の実

施主体、関係団体を代表する者、一定の専門性を有し事業等に関わる者等が、

実施内容についての情報共有、意見調整その他連絡調整を目的として開催す

る会合等をいう。） 

   イ イベントを開催するに当たり、当該イベントに関係する者又は団体で組織

される実行委員会等 

   ウ 広聴を主な目的とする会合等 

   エ 市職員のみを構成員とする会合等 

  

 ２ 懇話会等に係る運用上の留意事項 

   懇話会等の運用に当たっては、附属機関と誤認されることのないよう、次の事

項に留意するものとする。 

 （１）名称は、「審議会」、「審査会」、「調査会」等を用いた名称としないこと。 

 （２）懇話会等の役割（意見を聴取する事項）を整理するに当たり、「審議」、「審

査」、「調査」、「諮問」、「答申」、「調停」など、会としての意見集約と誤認され

る表現を用いないこと。 

 （３）機関としての意思決定をしないことから、①議決手続（＝意思決定の手続）、

②定足数（＝会の成立要件）及び③会長又は委員長が会を代表する旨の規定は

しないこと。 

 （４）委員の意見は、あくまで委員個人の意見であることから、会としての意見調

整を行わないこと。そのため、会議録や対外的に会の役割等を説明する場にお



 

いて、「○○会に諮った」や「○○会の意見」といった「会としての意見集約」

と誤認される表現を用いないこと。 

 

  

第３ 附属機関等の新設及び統廃合 

 １ 新設 

   附属機関等（法律の規定により設置することとされているものを除く。）は、パ

ブリックコメント、公聴会の開催、個別の意見聴取等の他の手段ではその目的を

達成できない場合であって、所掌事項が既存の附属機関等の所掌事項に含まれて

いない場合及び既存の附属機関等の所掌とすることが適当でないと認められる

場合に限り、新たに置くことができる。この場合においては、あらかじめ総務局

総務課と協議するものとする。 

 

 ２ 統合 

   法令により設置が義務付けられているもの、審査、決定等の関与機関に純化し

たもの及び施設等の運営に関する利用者等の意見反映のためのものを除き、既存

の附属機関等の統合を図るものとする。この場合において、各所管課等は、当該

附属機関等の目的、所掌事項及び委員構成等の同一性又は類似性等を勘案の上、

判断するものとする。 

 

 ３ 廃止 

   次に掲げる附属機関等については、原則として廃止するものとする。この場合

においては、あらかじめ総務局総務課と協議するものとする。 

 （１）既に目的が達成されたもの 

 （２）社会経済情勢の変化により必要性が低下しているもの 

 （３）実質的な案件が少ないなど効果の乏しいもの 

 （４）過去の開催実績が少なく、今後の開催の見込みも薄いなど活動が不活発な

もの 

 （５）附属機関等を置くまでもなく、公聴会又は個別の意見聴取など他の手段に

より目的が達成されると認められるもの 

 

４ 懇話会等の新設に係る決裁の合議 

  静岡市附属機関設置条例（平成 30 年静岡市条例第 17 号）の制定に伴い、附属

機関の新設の際に当該条例の改正が必要になる場合があること、及び懇話会等の

新設に当たり附属機関に該当しないことを確認する観点から、懇話会等     

の新設に係る決裁は、総務局総務課へ合議するものとする。 

  なお、新設に伴う要綱については、総務局政策法務課と調整するものとする。 

 

 

 

 



 

第４ 委員の構成等 

 １ 基本原則 

附属機関等の委員の選任に当たっては、開かれた市政の推進及び簡素で効率的

な行財政運営の確保等を図るため、その機能が十分に発揮されるよう、広く各界

各層及び幅広い年齢層から適切な人材を選任するものとする。 

 

２ 委員の構成 

委員は、附属機関等の目的に照らし、次の点に留意の上、幅広い分野からの登

用に努めるものとし、各所管課等は、関係団体等から選任する場合は、当該団体

等の長に限ることなく、広く構成員のうちから推薦するよう関係団体等に働きか

けるものとする。 

 （１）女性の登用 

    第４次静岡市男女共同参画行動計画（令和５年３月策定）に基づき、委員に

は女性を積極的に登用するものとし、当該附属機関等の委員定数に占める女性

委員の割合が 40 パーセント以上になるよう努めるものとする。この場合にお

いて、女性委員の割合が 40 パーセントに満たない可能性があるときは、あら

かじめ市民局男女共同参画・人権政策課と協議するものとする。 

 （２）議員の選任除外 

    市議会議員は、法令の定めのある場合又はその他の特別な理由がある場合を

除き、委員に選任しないものとする。 

 （３）市職員の取扱い 

    市職員は、法令で特に定める場合、附属機関等の性質に照らしその専門的知

識が必要となる場合、附属機関等が協議会としての役割を兼ねており市が構成

員となることが必要な場合等やむを得ない場合を除き、委員に選任しないもの

とする。 

 

 ３ 市民委員の公募 

 （１）公募の方法 

    市民の自発的な行政への参画意識の高揚を図るとともに、市民の意見を行政

に反映させるため、積極的に市民委員を公募するよう努めるものとする。ただ

し、次のいずれかに該当する場合は、公募を行わないことができる。 

   ア 行政処分に関する審議等を行うもの 

   イ 住民の権利を制限する内容に関する審議等を行うもの 

   ウ 法令等により委員の構成が限定されているもの 

   エ その他附属機関等の所掌事項に照らし、委員の公募が適当でないと認めら

れるもの 

 （２）市民委員の数 

   ア 市民委員を公募する場合において、公募する市民委員の数は、当該附属機

関等の委員定数の 20 パーセント以上とする。 

   イ 市民委員を公募した場合において、次に掲げるときは、指名その他の方法

により市民委員を選任することができる。 



 

   （ア）応募のあった数が、委員定数の 20 パーセントに満たなかったとき 

   （イ）選考の結果、委員に適任と認められる者が、委員定数の 20 パーセント

に満たなかったとき 

 （３）応募資格、選考方法等 

公募委員の応募資格、選考方法その他必要な事項は、別に定める附属機関等

の市民委員の公募に関する要領に定めるところによる。 

 

 ４ 委員の数の制限 

   附属機関等の委員の数は、法令で特に定めのある場合を除き、原則として 15 人

以内とする。この場合において、各所管課等は、当該附属機関等の目的に照らし、

委員の数を最小限にとどめるよう努めるものとする。 

 

５ 委員の年齢構成 

委員は、年齢構成に偏りが生じないよう選任するものとし、委員の定年は設け

ない。 

 

６ 委員の再任の制限 

   委員は、通算３期（標準任期２年）を超えて再任しないものとする。ただし、

当該委員が専門的な知識、経験等を有する等選任されるに当たって特別な事情が

ある場合は、この限りでない。 

 

 ７ 複数の附属機関等に同一人を選任する場合の制限 

   他の附属機関等の委員の職を５以上兼ねる者（市民委員にあっては、２以上兼

ねる者）は、当該附属機関等の委員に選任しないものとする。ただし、専門的な

知識、経験等を有する者が他に得られない等やむを得ない理由がある場合は、こ

の限りでない。 

 

 ８ 委員の公表 

 （１）附属機関等の委員の氏名、所属及び役職等（静岡市情報公開条例（平成15年

静岡市条例第４号。以下「条例」という。）第７条各号に該当する情報を除く。）

は、原則として市のホームページへの掲載により公表するものとする。ただし、

市民委員については、氏名及び市民委員であることを公表するものとする。 

 （２）委員の選任に当たり、各所管課等は、前号の規定による公表について、あら

かじめ委員として選任しようとする者に対し、説明をするものとする。 

 

９ 委員選任に当たっての総務課との協議 

委員の選任に当たり、各所管課等は、前各号に掲げる事項について、要件を満

たさないものがある場合には、あらかじめ総務局総務課と協議するものとする。 

 

 

 



 

第５ 附属機関等管理システムへの登録 

   附属機関等の新設、統廃合、委員の選任を行った際、各所管課等は速やかに「静

岡市附属機関等管理システム」に登録するものとする。 

 

 

第６ 会議の運営及び公開 

１ 基本原則 

附属機関等の運営については、市民に対して積極的に情報を提供するなどその

透明性を確保し、市民参画の推進を図るものとする。 

 

２ 会議の公開 

（１）附属機関等の会議は、原則として公開する。ただし、当該会議が条例第７条

各号に規定する非公開情報を含む内容について審議等を行う場合は、会議の全

部又は一部を公開しない。 

（２）前号ただし書に規定する内容について審議等を行う場合であっても、当該内

容が、条例第９条に該当すると当該附属機関等が認めるときは、当該会議を公

開することができる。 

（３）会議の公開は、会議の傍聴を認めること等の方法により行うものとする。 

（４）各所管課等は、会議の開催に当たっては、当該会議の議題、開催日時、開催

場所、傍聴手続及び会議の全部又は一部を公開しない場合にはその理由等につ

いて、事前に公表するものとする。ただし、会議を緊急に開催する必要が生じ

たときは、この限りでない。 

 

３ 会議録等の公開 

（１）附属機関等の会議については、会議録を調製し、会議資料と併せて条例に定

める公開請求の手続を待たずに公開する。ただし、当該会議録等が、条例第７

条各号に規定する非公開情報を含む場合は、会議録等の全部又は一部を公開し

ない。 

（２）前号ただし書に規定する非公開情報を含む場合であっても、条例第９条に該

当すると当該附属機関等が認めるときは、当該会議録等を公開することができ

る。 

 

４ その他 

前３項に定めるもののほか、会議の運営及び公開について必要な事項は、別に

定める附属機関等の会議の公開に関する要領に定めるところによる。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この指針は、平成 19 年４月１日から施行する。ただし、複数の附属機関等に同

一人を選任する場合の制限に関する規定は、平成 19 年７月１日から施行する。 

（旧指針の廃止） 



 

２ 静岡市における附属機関等の設置及び運営に関する指針（平成 17 年４月１日施

行）は、廃止する。 

 （経過措置） 

３ 第１項本文に規定するこの指針の施行の日の前日までに前項の規定による廃止

前の指針に基づき行われた附属機関等の設置等に係る手続は、この指針の相当規定

により行われたものとみなす。 

附 則  

この指針は、平成 22 年４月１日から施行する。 

附 則  

この指針は、平成 23 年４月１日から施行する。 

附 則  

この指針は、平成 24 年４月１日から施行する。 

附 則  

この指針は、平成 25 年４月１日から施行する。 

附 則  

この指針は、平成 27 年４月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この指針は、平成 29 年４月１日から施行する。 

 （適用） 

２ この指針による改正後の静岡市における附属機関等に関する指針第４の７の規

定は、この指針の施行の日以後新たに委員を委嘱される場合について適用し、同日

前に委嘱された委員の職の取扱いについては、なお従前の例による。 

附 則  

この指針は、平成 30 年４月１日から施行する。 

附 則  

この指針は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則  

この指針は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則  

この指針は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則  

この指針は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 


